
 越谷市屋外広告物条例の一部改正（素案）について

～屋外広告物条例の適用除外への規制追加～

１．意見の募集

（１）募集期間 令和元年１０月２１日（月）～令和元年１１月２２日（金）

（２）改定内容 平成２９年１２月の国交省通知を受け、屋外広告物の表示等

が禁止されている地域内であっても、公共施設の適切な維持

管理に資する取組等、公共上の理由がある場合には、広告物

等の表示等が可能となる改定内容です。

（詳細は「２．改定案の詳細」をお読みください。）

（３）閲覧場所 越谷市ホームページ、情報公開センター（本庁舎２階）・各地

区センター、建築住宅課

（４）提出方法

  ①電子メール：kenju@city.koshigaya.lg.jp

  ②郵送・FAX・持参：下記提出先に郵送又はご持参ください。

  ③提出先等 ：越谷市都市整備部建築住宅課

         住所 〒343-8501 越谷市越ヶ谷４－２－１

         電話 048-963-9205（直通）

FAX 048-965-0948 

●ご意見に対する個別回答はいたしません。

●電話や口頭でのご意見の提出は、ご遠慮ください。

越谷市屋外広告物条例の一部改正に向け、市民の皆様のご意見を募集す

るためパブリックコメントを実施します。



２．改定案の詳細

（１）屋外広告物に関する国の動向について

平成２７年４月１日に中核市に移行したことに伴い、越谷市屋外広告物条例

を制定する際には、国土交通省が策定している屋外広告物条例ガイドライン(案)
を参考にしました。

国において屋外広告物の規制に関する動きがあり、平成２９年３月及び同年

１２月には、その広告料収入を公益上必要な施設の設置費や公共的取組等に充

てることを条件に、禁止地域等であっても掲出できるよう、同ガイドラインの

改正がありました。（※参考資料１）

また、観光先進国の実現や東京オリンピック２０２０の開催に向け、訪日外

国人がストレスなく快適に日本を観光できるように、「明日の日本を支える観光

ビジョン」が策定され、その施策の一つとして、多言語表示に対応した観光案

内図板等の公共デジタルサイネージの設置を促進するため、「公共デジタルサイ

ネージへの広告掲出に係る屋外広告物規制の運用の弾力化」が位置づけられて

います。（※参考資料２）

（２）条例改正の内容

 条例の規定により官公署等の禁止地域においては、公共目的以外の屋外広告

物の掲出を禁止しています。但し、条例第８条で、禁止地域等の規制を受けな

い適用除外の屋外広告物を定めています。上述のような屋外広告物規制の運用

の弾力化を図っていくため、同条の規程に、「公益上必要な施設又は物件であっ

て規則で定めるものに表示し、又は設置する広告物又は掲出物件であって、そ

の広告料収入を当該公益上必要な施設又は物件の設置又は管理に要する費用に

充てるもの」、及び「法人その他の団体が表示し、又は設置する広告物又は掲出

物件であって、その広告料収入を地域における公共的な取組であって規則で定

めるものに要する費用の全部又は一部に充てるもの」を追加します。また、表

示する広告物の種類ごとに設置基準を定める必要があります。

（３）屋外広告物規制の運用の弾力化のメリット 

官公署等での屋外広告物掲載事業を認めることにより、掲出者等から広告収

入を得て、その広告収入を掲出物の設置費や維持管理費に充てることができ、

新たな自主財源確保の手段の一つとなります。また、弾力化により新たな案内

図板や掲示板等の公共設備を設置できるようになることは、市民生活の利便性

の向上へと繋がります。



（４）設置基準について

 禁止地域の中でも官公署のような強い公共性・公益性を有する場所では、広

告物の掲出については民間の模範となるよう留意しなければなりません。設置

基準の策定については、禁止地域で掲出できる民間の自家用広告物の基準に準

拠する形で策定します。（※参考資料３）

（５）屋外広告物規制の運用の弾力化を図る上での留意点

上記設置基準のほか、街の美観風致のため、公共性・公益性を確保するため

に、「良好な屋外広告物を誘導するためのガイドライン」を策定し、周辺の景観

と調和するよう誘導していく必要があります。（※参考資料４）

３．施行時期

令和２年４月予定



参考資料１
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○明日の日本を支える観光ビジョン（抜粋）       　　　　　  参考資料２





参考資料３

１　縦の長さが１．２メートル以下で、かつ、出幅が０．６メートル以下であること。

２　下端の高さは、歩道上にあっては路面から３メートル以上、車道上にあって
は路面から４．５メートル以上であること。

３　車道寄りの歩道部分に位置する電柱、街灯柱等に取り付けられるものに
あっては、歩道の中央部分に向けて突き出されていること。

巻付広告
上端の高さが地上から３．２メートル以下で、かつ、下端の高さが地上から１．２
メートル以上であること。

２　同一の場所又は物件に並べて表示しないこと。

３　貼り札又は立看板には表示しようとする者の連絡先が明示されていること。

１　表示面積は、２平方メートル以下であること。

２　上端の高さは、２メートル以下であること。

３　道路上に突き出していないこと。

表示面積は、０．５平方メートル以下であること。

官公署等において屋外広告物を設置する際の基準及び条件（案）

１　広告物を掲出したアーチ（支柱部分を除く。）の上端の高さは、歩道上にあっては路面
から５．５メートル以下、車道上にあっては路面から７．５メートル以下であること。

２　広告物を掲出したアーチ（支柱部分を除く。）の下端の高さは、歩道上にあっては路面
から３．５メートル以上、車道上にあっては路面から５メートル以上であること。

３　アーチの支柱部分に掲出される広告物の上端の高さは地上から３メートル以下、その
下端の高さは地上から１．２メートル以上であること。

アーチ利用広告

１　総表示面積は、６平方メートル以下であること。

２　上端の高さが壁面の高さを超える場合は、超える部分の高さは壁面からの突出し幅以
下であること。

３　壁面からの突出し幅は、１．２メートル以下であること。

４　下端の高さは、歩道上にあっては路面から３メートル以上、車道上にあっては路面から
４．５メートル以上であること。

１　表示面積は、１０平方メートル以下であること。

基準

１　木造建築物を利用する場合
（１）総表示面積は、１０平方メートル以下であること。
（２）上端の高さは、地上から１２メートル以下であること
２　鉄筋コンクリート造、鉄骨造等の建築物を利用する場合
（１）表示面積は、建築物の各面に対してその壁面面積の１０分の１以下又は総表示面積１
０平方メートル以下であること。
（２）上端の高さは、地上から軒高の３分の５以下で、かつ、４８メートル以下であること。
ただし、軒高の３分の５が１２メートルに満たないときは、地上から１２メートル以下であるこ
と。

３　壁面から突き出していないこと。

１　総表示面積は、１０平方メートル以下であること。

屋上利用広告

壁面利用広告

標識利用広告

２　上端の高さは、地上から１０メートル以下であること。

１面の表示面積は、２平方メートル以下であること。

長さが１５メートル以下で、かつ、幅が１．２メートル以下であること。

１　表示面積は、２平方メートル以下であること。

置き看板

３　道路上に突き出していないこと。

袖（そで）
付広告電柱、街灯柱その他電柱

に類するものの利用広告

１　貼り紙又は貼り札にあっては表示面積は１平方メートル以下、立看板にあっては縦（脚
部を含む。）１．８メートル以下及び横０．６メートル以下であること。

貼り紙、貼り札及び立看板

建造物から独立した広告

広告幕（つりさげを含む。）

広告旗

建
造
物
利
用
広
告

突出し広告

広告物の種類

バス停上屋利用広告

２　高さは、３メートル以下であること。

２　上端の高さは、軒高以下であること。

３　建築物の３階以上の階にある窓又は開口部の全部又は一部をふさがないで表示し、又
は設置しないこと。



参考資料４

良好な屋外広告物を誘導するためのガイドライン（案）

１ 目的

越谷市の行政財産等へ屋外広告物を掲載するにあたっては、街の美観風致のため、

また、公共性・公益性を確保するため、本ガイドラインで示す事項に配慮しなければ

ならない。

２ 行政財産等への屋外広告物掲出に関する基本的な考え方

 屋外広告物は、公共の空間において誰もが見ることができるという特有の性格を有

しているため、長年、市民の不断の努力で築いてきた、共通の財産である良好な景観

を損ねる可能性がある。また、官公署等の行政財産は、強い公共性・公益性を有する

場所であり、中立性や公平性の確保が強く求められる地域であるため、見る人に不公

平感や不快感を与えてはならない。

本市は、都市の良好な景観形成を図る責務を負っている立場でもあることを考慮し、

行政財産等への屋外広告物掲出に関する基本的な考え方は次のとおりとする。

（１）公共施設への屋外広告物掲出にあたっては、その内容・種類を問わず、民間の

模範となるよう、質の高い内容とすべきであり、広告物を掲出する際には、設置場

所や盤面表示内容について、周辺の景観と調和し、質の高いものとする。

（２）屋外広告物を設置する場合には、設置する地域のルールや慣習により形成され

てきた景観や文化に配慮し、地域の景観に貢献する等、質の高い景観を演出するた

めの工夫を行なうものとする。

（３）地域において景観に係る独自のデザイン基準等を有している場合にはその基準

に従うものとする。

３ 定義

このガイドラインにおいて、次の各号に掲げる用語の定義はそれぞれ当該各号に定

めるところによる。

（１）屋外広告物 越谷市屋外広告物条例第７条に定める許可を要するもので、財源

確保を目的として設置されるもの

（２）行政財産等 本市が所有する行政財産（他に貸与していない普通財産を含む）

４ 手続き

屋外広告物掲出の申請をしようとする者は、越谷市屋外広告物条例第７条に定める

許可申請の前に、事前相談を行なうものとする。



参考資料４

５ 屋外広告物の内容及びデザイン、設置等に関する基準

（１）屋外広告物の内容及びデザイン、設置等が次の各号のいずれかに該当し、都市

の美観風致を損なうおそれがあるものは掲載しない。

①表記／デザインに関すること

ア．過度に鮮やかな模様・色彩を使用するもの

   ａ．彩度の高い色、原色、金銀色を広範囲に使用するもの

   ｂ．蛍光塗料、高輝度反射素材、鏡状のもの及びこれらに類するものを使用

するもの

イ．公衆に不快感を起こさせるもの

  ウ．交通の安全を阻害するおそれのあるもの

 ②景観との調和に関すること

  ア．美観や景観を損ねる恐れのあるもの

  イ．地域のルール及び慣習によって形成されてきた景観や文化にそぐわないもの

  ウ．景観計画や地区計画など独自の基準を定めている場合には、その基準に従う

こと

③設置に関すること

  ア．施設の入り口や必要なサインを隠すようなもの

  イ．施設の名称表示を損なうおそれのあるもの

  ウ．複数の屋外広告物で敷地や建物の大部分を包囲するようなもの

  エ．壁面、地上広告などに、広告を複数設置する場合、その規模・寸法を揃えず、

統一感を無視して設置するもの

（２）その他配慮すべき事項

 ①映像装置については、設置位置、大きさ、放送内容、期間、放送時間、照度、輝 

  度、音量などについて、周辺の環境及び良好な景観に十分配慮するものとする

 ②照明は、点滅式のもの、著しく高輝度のもの等を避けるものとする



参考資料５

＜条例改正による設置例＞

１. 条例第８条５項第４号による設置例 

（公益上必要な施設又は物件であって規則で定めるものに表示し、又は設置する広告物

又は掲出物件であって、その広告料収入を当該公益上必要な施設又は物件の設置又は管

理に要する費用に充てるもの） 

■公共案内板 （さいたま市 土呂駅前広場） 

※さいたま市は平成 29年 12 月に条例改正 



参考資料５

２. 条例第８条５項第５号による設置例 

（法人その他の団体が表示し、又は設置する広告物又は掲出物件であって、その広告料

収入を地域における公共的な取組であって規則で定めるものに要する費用の全部又は

一部に充てるもの） 

■イメージ図


